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品証技術基準（第１８回新検査制度ＷＧ提示案）に基づくＣＡＰシステム全体像（案） 
 
 
 
 
 
  
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①状態報告（CR：ｺﾝﾃﾞｨｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

①状態報告（CR） 

⑤パフォーマンス評価、監視及び測定 

CAP システムにおける品証技術基準の適用イメージ（第 46 条 改善の機会） 

①状態報告

⑤パフォーマンス評価、監視及び測定（モニタリング） 

CAP システムの骨格 

③処置の実施（１） 

是正処置管理 

ＣＡＰシステム全体像（案） 

第 49 条第 1 項 プロセスの監視測定 
・日常業務の気付き 
自ら問題を発見する姿勢を示すための取

り組みであることから、所員（協力会社員

含む）の積極的な参画が必要 

・気付き事項 
5 章 個別業務に関する計画の策定及び個

別業務の実施、4 章 資源の管理、3 章 経
営責任者の責任、2 章 品質マネジメント

システム、6 章 監視測定、分析、評価及び

改善 
＞巡視点検、保守点検、検査及び試験、 
設計・調達、文書・記録、安全文化、 
教育・訓練、ヒヤリハット 等 

・プロセスの結果 
49 条 プロセスの監視測定、50 条 検査試

験、52 条 データの分析、53.条 継続的改

善、55 条 未然防止処置 

・監査等の結果 
47、48 条 外部からの評価、指摘事項、 

監査 等 

・その他 
改善提案、マネジメントオブザベーション

（MO）、意見要望（協力会社含む）、労務、

労働安全 等 

第 51 条 不適合の管理 
・不適合情報 
＞是正処置にも直接インプットされる。 

②スクリーニング 
第 49 条第 3 項 プロセスの監視測定 
・ＣＲの情報整理 
 ＞分析のための分類の整理 
・運転部門による即時対応 
・ＣＲのＰＰ情報の確認 
・プレスクリーニング 
（問題の特定（事象に対するリスク想定を含む）） 
 ＞力量のある担当者（専門家）による分類 
 ＞不適合の判断（不適合として CR に入力 

されたものは、その判断の妥当性確認） 
＞CAQ、Non-CAQ を判断したうえで処置 
の実施（１）、（２）への割振りを判断 

 ＞上層部を含めた会議体による内容の決定及び確認 
 

②③重要度の決定、対応のフォロー等（会議体） 
第 49 条第 3 項 プロセスの監視測定 

       （スクリーニング） 
第 54 条 是正処置 
・上層部を含めた意思決定の会議体を設置 
＞主な活動 

・スクリーニング（プレスクリーニング 
結果の決定及び確認） 

・是正処置、未然防止処置の必要性 
・是正処置、未然防止処置のレベル 
・不適合、是正処置、未然防止処置の実施

状況のフォロー 

  ・CR 傾向分析結果 

④処置の実施（２）〔通常業務としての

マネジメント管理〕 
第 49 条第 3 項 プロセスの監視測定 
・既存の業務プロセスによる対応 

⑤パフォーマンス評価、監視及び測定 
 

●スクリーニングを有効的に行うには… 
・CR を提出し易くし、気付き事項を増やす 
＞CR として発見者が帳票に入力する情報は必

要最小限とする。 
・パフォーマンスモニタリングの分析ための適切

な分類を工夫 
・情報量の増加に対応できる環境を整備 
（人的資源、ソフト、ハード） 

③処置の実施（１）〔是正処置管理〕 
第 54 条 是正処置 
第 55 条 未然防止処置 
・是正処置、未然防止処置 
 ＞重要度から是正が必要となるもの

を判断 
＞是正が必要な場合でも内容はグレ

ードに応じて決定 
（全ての事象に対してフルスペック

の是正処置を行うものではない。） 
＞不適合の可能性がある事象（重要度

高）を含む 

＞上層部を含めた会議体による内容

の決定及び確認 

④処置の実施（２） 
通常業務としての 
マネジメント管理 

②スクリーニング 

第 52 条第 2 項第 3 号 データの分析 
・傾向分析 
＞結果は CR としてインプット 

49 条第 1 項 プロセスの監視測定 
・CR に関する要素を追加 

51 条 不適合の管理  
・②で不適合と判断（実線矢印） 
・不適合として CR に入力 
（点線矢印） 基

本
モ
デ
ル 

②スクリーニング 
49 条 3 項 
プロセスの監視測定 
・適切に修正、是正 

するためのスクリ 
ーニングに関する 
プロセスを構築 

業務プロセス 

第 6 章 監視測定、分析、評価及

び改善 

第 5 章 個別業務に関する計画の 

策定及び個別業務の実施 

第 4 章 資源の管理 

第 3 章 経営責任者の責任 

その他（改善提案、MO、協力会

社の気付き、労務、労働安全 

第 2 章 品質マネジメントシステ

49 条第 4 項 プロセスの監視測定 

・所員への情報共有（第 46 条第 2 項 改善の機会） 
 ＞共有された情報を改善に活用 
  ・ＣＲ情報（処置結果含む） 
  ・ＣＲ傾向分析結果 

・情報を共有し改善に活用 
（46 条第 2 項 改善の機会） 

従来のＱＭＳに基づく業務

における気付き事項 

52 条第 2 項第 3 号 
 データの分析 

第 49 条第 4 項 プロセスの監視測定 
・データの分析までには至らないが情報として管理しておくもの 

CAQ Non-CAQ 

CAQ 

Non-
CAQ 

情報管理のみ ④処置の実施（２）〔通常業務としてのマネジメント管理〕 
49 条 3 項 プロセスの監視測定 
・既存の業務プロセス（7.5.1 業務の実施の管理）による対応 
・計画どおり結果が達成できない場合の修正（必要時の原因除

去を含む） 
・QMS によらない対応（一般的な業務対応） 

③処置の実施（１）〔是正処置管理〕 
54 条 是正処置、55 条 未然防止処置 
・発電所トップ層による重要度の決定 
・必ずフルスペックの是正処置を必要とするものではない。 
（判定した重要度に応じた処置を実施） 
・不適合未満で是正処置が必要な場合や予防処置を含めた未然

防止など、ＣＡＰシステムとしての是正処置の適用範囲、方

法を明確化 
49 条 3 項 プロセスの監視測定 
・計画どおり結果が達成できない場合の是正処置 

傾向

分析 

2019 年 3 月 20 日 
CAP に係る NRA 面談資料 
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①状態報告（CR） 

⑤パフォーマンス評価、監視及び測定 

CAP システムにおける品管規則の適用イメージ（1 月 23 日公布版を踏まえ、条項・記載内容を更新） 

47 条第 1 項 プロセスの監視測定 
・CR に関する要素を追加 

49 条 不適合の管理 
・②で不適合と判断（実線矢印） 
・不適合として CR に入力 
（点線矢印） 

②スクリーニング 
47 条 1 項 
プロセスの監視測定 
・適切に修正、是正 

するためのスクリ 
ーニングに関する 
プロセスを構築 

業務プロセス 

第 6 章 評価及び改善 

第 5 章 個別業務に関する計画の 

策定及び個別業務の実施 

第 4 章 資源の管理 

第 3 章 経営責任者等の責任 

その他（改善提案、MO、協力会社

の気付き、労務、労働安全 等） 

第 2 章 品質マネジメントシステム 

47 条第 1 項 プロセスの監視測定 

・情報を共有し改善に活用 
（44 条第 2 項 監視測定の結果の利用） 

従来のＱＭＳに基づく業務

における気付き事項 

50 条第 2 項 
 データの分析 
及び評価 

CAQ 

Non-
CAQ 

情報管理のみ ④処置の実施（２）〔通常業務としてのマネジメント管理〕 
47 条 4 項、5 項 プロセスの監視測定 
・既存の業務プロセス（7.5.1 業務の実施の管理）による対応 
・計画どおり結果が達成できない場合の措置 
・QMS によらない対応（一般的な業務対応） 

③処置の実施（１）〔是正処置管理〕 
52 条 是正処置等、53 条 未然防止処置 
・発電所トップ層による重要度の決定 
・必ずフルスペックの是正処置を必要とするものではない。 
（判定した重要度に応じた処置を実施） 
・不適合未満で是正処置が必要な場合や予防処置を含めた未然防

止など、ＣＡＰシステムとしての是正処置の適用範囲、方法を

明確化 
47 条第 5 項 プロセスの監視測定 
・計画どおり結果が達成できない場合の措置 

傾向

分析 

改善措置活動管理標準 
における「Ａ(8.3)」参照 

改善措置活動管理標準 
における「Ｂ(8.2.3)」参照 改善措置活動管理標準 

における「Ｃ(8.2.3)」参照 

改善措置活動管理標準 
における「Ｄ(8.5.2)、Ｄ(8.5.3)」参照 

改善措置活動管理標準 
における「Ｅ(8.2.3)」参照 

改善措置活動管理標準 
における「Ｆ(8.2.3)」参照 

改善措置活動管理標準 
における「Ｇ(8.2.3)」参照 

改善措置活動管理標準 
における「Ｈ(8.4)」参照 

前ページのフロー図は、過去の品管規則案をベースに作成されているため、2020 年 1 月 23 日公布版をベースに、条項・記載内容を更新。 

各プロセスにおける、当社の運用を定めた二次文書名を図示するとともに、具体的な記載案を示す。 
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ＣＡＰを受けた、保安規定の社内規定一覧への反映 

 
表１ 品質マネジメントシステムに係る社内規定一覧および各条文との関連（抜粋） 

 

３条の要求事項 
社内規定 

説  明 
一次文書 制定者 二次文書 制定者 

4.2.3 文書の管理 

4.2.4 記録の管理 

品質保証規程 

品質保証基準 

 

 

 

品質保証規程 

社長 

原子力本部長 

 

 

 

社長 

 

書類等管理標準 

文書・品質記録管理内規 

設計／調達管理標準（原子力発電所） 

文書・品質記録管理内規 

内部品質監査要領 

 

原子力部長 

原子力保安研修所長 

土木建築部長 

発電所長 

考査室原子力監査担当部長 

 

8.2.2 内部監査 品質保証規程 社長 内部品質監査要領 考査室原子力監査担当部長  

8.2.3 プロセスの監視測定 品質保証基準 原子力本部長 改善措置活動管理標準 

改善措置活動管理内規 

設計／調達管理標準（原子力発電所） 

品質保証総括内規 

原子力部長 

原子力保安研修所長 

土木建築部長 

発電所長 

ＣＡＰを受け、プロセスの監視測定を各社内規定に反映 

8.3  不適合の管理 品質保証基準 原子力本部長 改善措置活動管理標準 

改善措置活動管理内規 

設計／調達管理標準（原子力発電所） 

品質保証総括内規 

原子力部長 

原子力保安研修所長 

土木建築部長 

発電所長 

二次文書の名称変更 

8.4  データの分析および評価 品質保証基準 原子力本部長 改善措置活動管理標準 

改善措置活動管理内規 

設計／調達管理標準（原子力発電所） 

品質保証総括内規 

原子力部長 

原子力保安研修所長 

土木建築部長 

発電所長 

ＣＡＰを受け、データの分析および評価を各社内規定に反映 

8.5.2 是正処置等 品質保証基準 原子力本部長 改善措置活動管理標準 

改善措置活動管理内規 

設計／調達管理標準（原子力発電所） 

品質保証総括内規 

原子力部長 

原子力保安研修所長 

土木建築部長 

発電所長 

二次文書の名称変更 

8.5.3 未然防止処置 品質保証基準 原子力本部長 改善措置活動管理標準 

改善措置活動管理内規 

設計／調達管理標準（原子力発電所） 

品質保証総括内規 

原子力部長 

原子力保安研修所長 

土木建築部長 

発電所長 

二次文書の名称変更 
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社内規定名 記載案（抜粋） CAP システムプロセスとの関連 

改善措置活動管理標準 【ＣＡＰ】 

（１）目的 

本標準は、「伊方発電所原子炉施設保安規定」、「原子力発電所品質保証規程」および「原子力発電所品質保証基準」に基づき、原子力部において不適合その

他の事象に対して実施する是正処置等を規定することにより、改善措置活動（ＣＡＰ）を的確に実施することを目的とする。 

 

（２）ＣＲの入力 

ＣＲの収集は原子力部の活動から情報を収集することとし、より重大な問題への発展を防止するため、本来あるべき状態とは異なる状態、すべき行動から外

れた行動や結果、気づいた問題、要改善点等を積極的に見つけ出しタイムリーにＣＲを発行し、報告する。ＣＲの発行については、迷ったら発行することとし、

しきい値は設定しない。 

 

（３）事前確認 

本店ＣＡＰ会議の前に、発行されたＣＲについて、構成メンバーの合議により、以下の①～④を実施する。 

①ＣＲの入力内容の適正化 

②ＣＲを処理する箇所の確認 

③不適合およびＣＡＱ／Ｎｏｎ－ＣＡＱ影響度の提案 

④分類コードの提案 

 

（４）本店ＣＡＰ会議 

発行されたＣＲについて、事務局が進行を行い、構成メンバーの合議により、以下の①～②を実施する。 

    ①不適合およびＣＡＱ／Ｎｏｎ－ＣＡＱ影響度の判断 

    ②分類コードの判断 

 

（５）是正処置活動 

ＣＲを処理するグループは、不適合と判断された事象については、不適合の管理および是正処置等に基づいた処置を実施する。 

 

（６）マネジメント活動 

ＣＲを処理するグループは、不適合未満のＮｏｎ－ＣＡＱと判断された事象については、必要な処置について検討を行い実施する。 

 

（７）ＣＲの完了 

是正処置活動およびマネジメント活動が完了すれば、運営ＧＬが確認を行い、通知を処理するＧＬがＣＲを完了させる。 

 

（８）傾向分析・評価 

運営ＧＬは、ＣＲを収集し、各ＣＲの対応状況の確認および傾向分析・評価を行い、７月および１月に原子力部品質保証運営委員会にて報告するとともに、

新たな気付きや要改善事項等が特定された場合は、ＣＲとして入力する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ(8.3)、Ｂ(8.2.3) 

 

 

 

 

Ａ(8.3)、Ｂ(8.2.3)、 

Ｃ(8.2.3) 

 

 

 

 

 

Ｃ(8.2.3) 

 

 

 

 

Ａ(8.3)、Ｄ(8.5.2)、 

Ｄ(8.5.3)、Ｅ(8.2.3) 

 

Ｆ(8.2.3) 

 

 

 

 

 

Ｂ(8.2.3)、Ｇ(8.2.3)、 

Ｈ(8.4) 
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【不適合の管理】 

（１）担当ＧＬは、原子力部における保安活動において、「品質保証基準 8.3 不適合の管理（１）項」に基づき以下の①から④に該当する事象が発生した場合は、

「品質保証基準 8.3 不適合の管理（１）項」に従い処置を行う。不適合の処置決定にあたっては発電管理部長または原子燃料サイクル部長（以下「担当部長」

という。）の承認を得る。 

①社内規定に定める手順、方法を逸脱し、所定の保安活動が実施されなかった場合 

②許認可文書および社内規定の不備により、所定の保安活動が実施されなかった場合 

③法令の要求事項に適合せず保安活動を実施した場合 

④国内ウラン燃料等の業務については、設計または調達した製品等が、発電所受入後（返還廃棄物については、海外再処理施設搬出前及び日本原燃（株）貯

蔵施設受入後）の検査・試験において、判定基準を満足しない場合（設計・調達管理に起因するもののみ） 

 

（２）不適合の内容、不適合に対してとられた特別採用を含む処置方法および処置結果について、統合型保修管理システム（以下「ＥＡＭ」という。）に入力する

とともに、その品質記録は「書類等管理標準」に従い管理する。 

 

 

【是正処置等】 

（１）担当ＧＬは、不適合その他の事象（保安活動の実施によって得られた知見を含む。）が発生した場合、再発防止のため「品質保証基準 8.5.2 是正処置等（１）

項」に従い以下の是正処置を行う。 

ａ．不適合その他の事象の内容を確認し、不適合その他の事象が発生した原因（背景、システムの不備等）を究明する。 

ｂ．不適合その他の事象の再発防止を確実にするため、是正処置の必要性を判断する。 

ｃ．是正処置の実施にあたり、不適合その他の事象のレビューを行い、設備・機器の重要性、不適合その他の事象の原因の程度に応じて、是正処置の内容、

実施方法を検討するとともに、必要に応じて関係箇所と協議のうえ、是正処置を実施する。また、是正処置の決定にあたっては、担当部長の承認を得る。 

ｄ．是正処置の内容および処置結果について、ＥＡＭに入力するとともに、その品質記録は「書類等管理標準」に従い管理する。また、ヒューマンファクタ

ーによる不適合その他の事象については、再発防止のため、その内容を関係者に周知する。 

ｅ．とった是正処置の有効性のレビューは、マネジメントレビューインプット作成時にデータ分析として実施する。 

 

（２）根本原因分析 

ａ．担当ＧＬは、発生した不適合事象を発電所の品質保証課長に連携する。 

ｂ．発電所の「伊方発電所品質保証総括内規」に従って実施された根本原因分析結果に基づいて発電所長が策定した「是正処置実施計画」に従い、担当ＧＬ

は是正処置の実施・報告を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ(8.3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ(8.3) 

 

 

 

 

Ｄ(8.5.2)、Ｅ(8.2.3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ(8.5.2) 
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【未然防止処置】 

（１）担当ＧＬは、起こり得る不適合が発生することを防止するために、その原因を除去するため、「品質保証基準 8.5.3 未然防止処置」（１）項に従い以下の①

から③の内容について未然防止処置を行う。 

①国内外の他の原子力施設のトラブル事例の水平展開に基づく予防保全対策および他施設のトラブルから得られた知見（ニューシア登録情報を含む。） 

②メーカー情報等、最新の技術的知見に基づく予防保全対策（ＰＷＲ事業者連絡会等で取り扱う技術情報を含む。） 

③その他必要と認める事項 

ａ．原子力部で検討する事項について、未然防止処置の要否を含めて処置内容を検討・立案・実施する。 

ｂ．起こり得る不適合およびその原因を特定する。 

ｃ．不適合の発生を未然に防止するため、未然防止処置の必要性を判断する。 

ｄ．未然防止処置の実施にあたり、起こり得る不適合の影響に応じて、未然防止処置の内容、実施方法を検討する。 

ｅ．未然防止処置策については発電所が主催する未然防止処置検討会（運営の詳細に関しては「伊方発電所品質保証総括内規」参照）にて検討する。未然

防止処置の実施にあたっては、未然防止処置検討会での審議結果に従う。 

ｆ．未然防止処置検討会の結果（議事録）については運営ＧＬより担当ＧＬへ周知する。担当ＧＬにおいては、未然防止処置検討会の結果に応じて、設計

管理等関連する業務への反映を検討する。 

ｇ．不適合の内容、原因および未然防止処置の必要性、方法、実施結果をＥＡＭに入力する。 

ｈ．とった未然防止処置の有効性のレビューは、マネジメントレビューインプット作成時にデータ分析として実施する。 

 

（２）情報共有 

担当ＧＬは、ＰＷＲ事業者連絡会等において共有した技術情報を、ＣＲとして入力するとともに、発電所の保安管理課長等に連携する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ(8.5.3)、Ｅ(8.2.3) 
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